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1．問題の所在
　ほぼ1世紀前の19世紀末から今世紀初頭にかけて，テイラー（Taylor，F．W。）が従来の管理
制度の在り方を批判して，これを「漂流式管理」（drifting　management）と呼ぶとともに，こ
れに代えて管理の「科学化」，すなわち「科学的管理」（scientific　management）を提唱したこ
　　　　　　　　　　1）とはよく知られている。
　テイラー研究で独自の学説史的評価を行い，つとにその業績が高く評価されてきた中村瑞穂
教授によれば，テイラーは，それ以前の「古い型の管理」制度のなかで「最良のもの」として
最も高く評価する「タウン＝ハルシー方式」（the　Towne－Halsey　plan）について以下のような
1）すでに中村瑞穂教授は，テイラーの「科学的管理」について詳細な検討を加えている。中村（1975）およ
　び中村（1976）を参照せよ。中村教授のテイラー研究についての業績は，我が国の経営学関連の学界ではつ
　とに知られているところであるが，なかでもテイラーの「科学的管理」の歴史的背景として「トラストの時
　代」における「被傭管理者」層の増大を最初に指摘されたこと（これは中村教授がテイラーの「科学的管理」
　の構想のなかに，すでに企業の官僚制化の進展とこれと結び付いた「経営者支配」の端緒を認めていたこと
　を示している），そして当時の怠業問題の根本的核心を従来の「管理制度」そのものに起因するものとテイ
　ラーは見なしていたのであり，その点で“systematic　soldiering”を「組織的怠業」ではなく，これを「制
　度的怠業」と訳出すべきとする「怠業」論を提唱したことは今日でも高く評価されねばならない。以下のテ
　イラーに関する引用文は，中村（1975）および中村（1976）に依拠している。
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主張を行っている。すなわち，「それぞれの作業には，それが『第1級の労働者』によってなさ
れうる『最速時間』もしくは『標準時間』とも呼ばれるべきものが存在する………『タウン＝
ハルシー方式』のもとでは，経営者側は作業速度を『最速時間』に到達せしめるための直接的
な努力を断念し，『割増賃金』の刺激が遅かれ早かれ，労働者をより高い作業速度へと誘導する
ことに期待する。………ここでは『標準時間』の設定は，労働者が事実上の主体となってつく
られた経験的事実にのみに基づいておこなわれ，また，その『標準時間』の実現過程は，『割増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）賃金』に対する労働者の主観的反応に依存しているのである。」この「古い」管理制度は，労働
者が「古い伝統的な経路を通して習得」した「職業上の知識」の発揮による「最速作業時間」
の実現のために，労働者の「自発性」（initiative）に大きな期待を寄せるとともに，その「自発
性」を獲得するために経営者側が労働者に「きわめて大量の誘因（incentive）を積極的に与え」
　　　　　　　　　　3）ようとするものであった。つまり，作業の最速時間の実現は，永年の実地の職業体験を通じて
個々人によって蓄積されてきた「職業上の知識」と彼の「自発性」に期待されるとともに，そ
の発揮のために「割増賃金」（premium）という貨幣的誘因が用意されることになった。ここで
は，「最速作業時間」を可能とする作業方法は労働者の主観や経験に委ねられており，個々人の
職業体験の特殊性に応じて「多くの最良の方法」（many　best　practices）の存在が認められて
いる。
　しかし，こうした管理制度は労働過程の支配が労働者側に委ねられており，結局，労働者側
の「偏見や気まぐれ」（prejudices　and　whims）によってときに一方へ，ときには他方へと「漂流
する」（drift）することが免れないと，テイラーは鋭く批判した。
　そこで，テイラーは，「標準時間」の設定を労働者の主観や経験に委ねることを否定するとと
もに，専門家による労働の体系的・科学的研究によって一切の無駄を省いた，もっとも合理的
な作業の遂行を，したがってまた最速作業時間を把握することによって，労働者が「一日にな
しうる標準的作業量」を「課業」（task）として設定し，これによって経営者側による労働過程
に関する「知識の集中」（「管理と作業の分離」ないし「頭の労働と手の労働の分離」および管理
ないし「頭の労働」の経営者側への集中），したがって労働過程に対する「一元的支配」の必要
性を「科学的管理」（scientific　management）として提唱したのであった。ここでは労働者の
（作業方法・作業条件・作業時間を含む）作業の完全な「標準化」が，最高の作業能率を保証す
る「唯一最善の方法」（one　best　way）として提唱されるところとなった。
　その後，テイラーの科学的管理は，一方で「労働疎外」現象の深刻化に対応した「労働の人
間化」（die　Humanisierung　der　Arbeit）や「労働生活の質的改善」（the　Quality　of　Working
Life：QWL）の議論において大きな批判に晒されるところとなっただけではなく，他方で製品市
2）中村（1975），204頁。こうしたテイラーの理解については，中村（1975）および中村（1976）を参照した。
3）　テーラーはこれを「『自発性と誘因』の管理」（the　management　of“initiative　and　incentive”）と呼ん
　だ。詳しくは，中村（1975），206～208頁および中村（1976），136～140頁を参照せよ。
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場の構造的変化のもとでの消費者ニーズの多様化と急速な変化（環境不確実性の増大）に対し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）てあまりに「硬直的」である点もまた同時にその限界として認識されるところとなった。
　こうして，消費者ニーズの多様化と不断の変化に対応するフレキシビリティを生産システム
に組み込み，「労働の人間化」を実現するという生産合理化の課題は，とりわけ，1970年代以
降，とくに西欧自動車産業を中心として，「ポスト・テイラー主義」（Post－Taylorismus）や「ポ
スト・フォード主義」（Post－Fordismus）をスローガンとして大きな関心と議論を集めるところ
となった。　・
　ドイツ自動車産業において，この「ポスト・テイラー主義」や「ポスト・フォード主義」の
探求を目指す生産合理化の展開は，1970年代から80年代にかけて，当時の労働市場状況や労使
関係，職業教育訓練制度，メーカーの競争戦略等に規定されて，ドイツ固有の生産システムの
「進化」に導くところとなったのであり，これは「ドイツ的生産モデル」（das　deutsche　Produktions・
　　　　　　　　　　　　　　　　　5）modell）と呼ばれるところとなった。この「ドイツ的生産モデル」は，量産システムにフレキ
シビリティを組み込みつつ，同時に「労働の人間化」をも実現するという生産合理化目標を設
定しっつ，ME技術を基盤とする高度フレキシブル自動化技術の大規模な投入，専門労働者
（Facharbeiter）と呼ばれる熟練工の直接生産部門への投入，そして（保守・整備等の間接機能
を含む）広範な「機能・職務統合」による「部分自律的集団作業」（die　teilautonome　Gruppenar－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）beit）方式によって特徴付けられるものであった。
　こうして，この「ドイツ的生産モデル」は，1980年代においては，経済的効率性の改善を通
じて国際競争力の強化を図るだけではなく，同時に「量的」・「質的」労働条件の改善を通じて，
ドイツ金属労組（IG　Meta11）を中心とした労働者利害代表の要求をも実現するものとして労使
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）双方から高く評価され，この「ドイツ固有の道」への揺るぎない信頼が生まれていた。
　ところが，1993年の「経済危機」以降，グローバルな市場競争の激化により，こうした「ド
4）　この点については，風間（1997）の序章の「社会技術システム論と『不確実性』問題」を参照せよ（同；
　14頁～17頁）。
5）風間（1997）：第2章および風間（2000），宗像（1993）および宗像（1996）を参照せよ。こうした「ドイツ
　的生産モデル」の特徴を最初に自らの実態調査を通じて明らかにした研究として，1984年に上梓されたKern
　H．und　M．Schumann（1984）が知られている【風間（1997）：第3章】が，その後，生産システムのドイツ固
　有の進化のパターンは多くの調査研究によって確認されている。例えば，U・ユルゲンス（U．JUrgens）も，
　この時期展開された生産システムの「ドイツ・モデル」において，ハイテク化と高度な職業技能に支えられ
　た「知的生産システム」（intelligent　production　system）が「多様化された高品質製品」（diversified　quality
　products）という「高付加価値」戦略の基盤でもあったのであり，さらにこれが高賃金と労働時間の短縮を
　可能にさせるという「好循環」が生まれたことを確認している【JUrgens，U．（1998），p．320】。
6）　風間（1997）：第2章および風間（2000）に詳しい。
7）Schumann，M．（1997），Kern　H．　und　M．Schumann（1998）に詳しい。この場合，「量的」労働条件の改
　善とは，労働時間の短縮の実現を，「質的」労働条件とは「労働の人間化」の実現を主たる内容としている。
8）　「リーン生産方式」については，Womack　J．　P．，D．　T．　Jones，D．　Roos（1990）（沢田博訳，1990年）を
　参照せよ。ドイツにおける「リーン生産方式」の展開については大橋（1993a）および大橋（1993b），また
　にCorsten，H．，T．Will（Hrsg．）（1993），（松永美博訳，2000年）に詳しい。
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イツ的生産モデル」への信頼が動揺するなかで，ドイツ自動車産業において「リーン生産方式」
　　　　　　　　　8）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
（lean　production）ないし北米トランスプラント（Transplant）方式への大きな支持が生まれ
ており，現在，こうした新しい合理化論理に基づく生産合理化がドイツ自動車産業において大
規模に展開されつつある。なかでも90年代の生産合理化の最大の関心は，労働集約的な最終組
立て部門に向けられているだけでなく，とくに北米トランスプラントにおいてその有効性が実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）証されてきた「チーム作業」（Teamarbeit）ないし「集団作業」（Gruppenarbeit）方式に基づ
く作業組織の再編成に移行しつつある。
　こうした北米トランスプラントで実践されてきた集団作業方式を強力に支持する立場から，
テイラーが展開した，前述した「漂流式管理」批判と同様の論理に基づいて，従来の労働組合
主導で展開されてきた「部分自律的集団作業」ないし「自己組織的集団作業」（selbstorganisierte
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）Gruppenarbeit）方式を積極的に批判している研究者としてシュプリンガー（Roland　Springer）
が知られている。彼は，テイラーと同様に，「標準化」が経済的効率性の見地から不可欠なもの
と見なしつつ，「標準化された集団作業」（standardisierte　Gruppenarbeit）なる概念を提起し，
その有効性を主張している。
そこで，本稿は，近年，ドイツ労働社会学において大きな論議と関心を集めているシュプリ
9）　「北米トランスプラント」方式とは，ドイツでは，とくにGMとトヨタの米国カリフォルニアの合弁事業，
　NUMMI社（New　United　Manufacturing　Inc．）およびGMとスズキのカナダの合弁事業（CAMI　Automo－
　tive　Inc．）で展開されている生産管理・労務管理，労働編成の方式を指すものとして理解されている（元来，
　「トランスプラント」とは，北米・西欧諸国に新設された日系工場を指す言葉であり，この言葉は，「臓器
　移植」（the　transplantation　of　oragans）の比喩が含まれていた）。しかし，ドイツで大きな関心と議論を呼
　んでいるのは「集団作業」方式を巡ってである。
10）　ドイツでは現在，「リーン生産方式」で提唱されている「チーム作業」方式も集団作業方式と呼ばれてい
　る。しかし，ドイツで従来提唱されてきた「集団作業」方式は，1970年代の社会・技術システム論の構想，
　あるいはQWLや「労働の人間化」で提起されてきた労働組合サイドで論議されてきた考え方であり，両者
　は峻別されねばならない。この点でドイツにおいて70・80年代に労組主導で展開されてきた集団作業方式と
　90年代に「リーン生産方式」により提唱されてきた集団作業方式を区別するために，前者は「構造的に革新
　的な集団作業」ないし「自己組織的集団作業」方式，後者を「構造的に保守的な集団作業」ないし「テイラ
　ー主義的集団作業」方式と呼ばれることもある。
11）　シュプリンガーは，80年代にゲッテインゲン社会学研究所（SOFI）で産業社会学の研究をしていたので
　あるが，その後，「管理者として行動する社会学者」を目指して現在のダイムラー・クライスラーの本社で
　作業組織と改善管理の責任者（部長）となった。現在，チュービンゲン大学の産業・組織社会学の「私講師」
　（Privatdozent）も兼任している。（cf．Springer，R．（2000a），a．a．O．，S．28．）また彼は，ダイムラー・クラ
　イスラー社の米国アラバマ州の（M一クラスのRV）事業拠点，タスカルーサ工場（Tuscaloosa）での作業組
　織の再編成にもその責任者として関与していた。（cf，Gerst，D．（1999），a．a．0．，S．52）彼は，『テイラー主義
　への回帰か？一岐路にある自動車産業の労働政策』【R．Springer（1999b）】を上梓しているが，同書について
　は，ユルゲンスが書評を行っている【JUrgens，U．（1999）】。なお，2000年5月に開催された「自動車および
　部品作業を中心とする日本の生産システム将来像研究委員会」（委員長　下川浩一教授）主催で開催された
　R．Springerの講演会に出席することができ，彼の構想についての理解を深めることができた。下川教授の温
　かいご配慮に記して心より感謝したい。
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ンガーの見解をその狙いと背景にも注目しつつ検討するとともに，前述したテイラーの「漂流
式管理」批判の論理と同様の論理に依拠して彼が「部分自律的集団作業」構想を批判し，「標準
化された集団作業」構想を提唱していることを明らかにする。さらに確かに，現実にこのシュ
プリンガーの提唱する集団作業方式に依拠した生産合理化が，現在，自動車メーカーのドイツ
事業拠点においても展開されつつあるが，こうして構想や実践に対する批判もさまざまな形で
展開されている。なかでも「標準化された集団作業」と「部分自律性（ないし自己組織化）」と
を統合する代替的見解も提起されている。そこで，本稿は，こうした構想や実践に対する批判
とその代替的構想についても検討し，近年のドイツの生産合理化論議をめぐる新しい動向を把
握することを主たる狙いとしている。
II．労働市場に起因するアプローチと製品市場に起因するアプローチ
　シュプリンガーによれば，事業所内の作業組織の合理化構想は，企業を取り巻く環境条件に
規定されており，労働市場問題（例えば，人的資源の逼迫化）によっても，製品市場問題（例
えば，製品市場の成熟化）によっても規定されうるのであるが，こうした問題ごとに対応して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）異なる作業組織の合理化構想が識別されうる。そこで彼は，アドラー（Adler，P．S．）とコール
　　　　　　　　13）（Cole，R．E．）の見解に依拠しながら，作業組織の合理化構想を労働市場に起因する組織アプロ
ーチ（arbeitsmarktbedingte　Organisationsansatze）と製品市場に起因する組織アプローチ
（produktmarktbedingte　Organisationsansatze）とに区分する。そこで「この区別に従えば，
ボルボ社のウデバラ工場の作業組織的構想は労働市場に起因する構想として位置付けられるで
あろう。この構想では，本来的には主として労働市場で企業が競争しうるように職場を魅力的
にすることが問題となっていた。スウェーデンやドイツで1970・80年代にテストされてきた職
業上の専門職業化（＝熟練工化）（berufliche　Professionalisierung）を目指す，以前の労働の人
　　　　　　　　　　　　　　　　14）間化構想にも同じことが当てはまる。」
　こうして，シュプリンガーは，労働市場に起因して求められるに至った合理化の問題提起に
対して製品市場志向的な解決策を当てることも，製品市場に起因して求められるに至った合理
化の問題提起に対して労働市場志向的な解決策を当てることも適切ではないと主張する。した
がって，こうした理解に立つならば，製品市場に起因して展開される解決策を労働市場志向的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）解決策でないとして批判することは「的外れ」とされる。
12）　Springer，R．（1999a），S．310．
13）　Adler，P．S。＆R．E。Cole（1993），p．83．
14）　Springer，R．（1999a），S．310．
15）　シュプリンガーによれば，90年代に多くの自動車メーカーにおいて導入された「リーン生産方式」に基
　づく集団作業方式に対して労働社会学が行ってきた批判は，この集団作業方式が労働市場解決策（したがっ
　てまた「労働の人間化」志向的）ではないことに求められているのであるが，けれどもここでは何よりも製
　品市場での競争能力を高める経済的効率の上昇に優先順位が置かれているのであり，労働市場解決策が問題
　となっているわけではない点からすれば「的外れ」と主張するのである。Vgl．Springer，　R，（1999a），S．310．
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表一1　作業組織的合理化の枠組み条件と推進方向
（172）
労働市場競争? ?
? 効率上昇と人間化の同等性
i1980年代末と90年代初頭）
生産性優先
i1990年代）
製品市場競争 ? 　　人間化優先
i70年代と80年代初頭）
独占的地位による計画実現優先
@　　　（特殊ケース）
出所：Springer，R．（1999a），S．311．
　シュプリンガーによれば，「事業所内合理化事象は，労働という要素に関して，製品市場での
競争と労働市場での競争との間の力関係（Krafteverhaltnisse）に直接，影響を受ける。企業が
どの市場でより強い圧力に晒されているかに応じて，企業の合理化戦略と合理化構想は異なる
　　　　16）のである。」　そこでシュプリンガーは，表一1のように，その時々の製品・労働市場のコンテク
ストに応じて，作業組織上の合理化構想は異なっているのであって，1970年代並びに80年代初
頭に確かに当時の労働市場の状況からすれば「労働の人間化」，したがってまた労働条件の改善
が何よりも合目的的であったのであり，また1980年代後半から90年代初頭にかけては「労働の
人間化」と経済的効率性が対等に追求される作業組織の合理化が意味をなしていたとしても，
その後，何よりも「労働の人間化」ではなく，「生産性」ないし経済的効率性に優先順位が置か
れる作業組織の合理化が戦略的課題となっていると主張するのである。
皿．グローバル競争の激化と生産性・経済的効率向上圧力
　シュプリンガーによれば，1990年代に入って，ドイツ自動車メーカーにおける作業組織再編
成による合理化の新たな展開の必要性は，MITの研究によって明らかにされてきた，とくに労
働集約的な自動車組立て部門における日本の競合メーカーに対するドイツ自動車メーカーの生
産性の立ち遅れであった。「日本の自動車メーカーが（MITの研究が主張するように一引用者）
『全て半分しか』必要としないという検証の科学的妥当性については議論の余地が大いにある
し，またこれまでにも多くの議論がなされてはいる。しかし，とくにトヨタが，……乗用車一
台あたりの作業時間において算定される技術的生産性に関して，その他の全ての生産システム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17）を上回る生産システムを開発し，実施することに成功してきたことは明らかなのである。」
　例えば，ドイツ金属労組（IGメタル）の研究委託を受けてノイマン（Neumann，H．）が実施した
ベンチマーク分析（die　Benchmarkanalyse）によれば，トヨタの場合，作業時間あたりの純付
加価値額（Netto－Wertsch6pfung）は1981年から90年の期間，年平均65マルク（DM）に達して
16）　Springer，R．（1999a），S．311．
17）　Springer，R，（1999a），S．311．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）いたが，他の日本メーカーは41マルク，ドイツのメーカーは49マルクであった。さらに80年代
において日本メーカーの物価調整済みの，作業時間あたり実質付加価値総額（Brutto－Wertsch6p－
fung）は39．7％上昇したのに対して，ドイツのメーカーの場合には14．9％上昇したに過ぎなかっ
た。ノイマンの結論によれば，「物価調整済みの付加価値総額は，名目上の付加価値総額よりも
技術的な生産性進捗状況に『より近い』ので，この結果は以下のように解釈されねばならない。
つまり，80年代に，日本のメーカーの技術的な生産工程の効率はドイツのメーカー以上に一層
強力に改善された。もちろん，日本のメーカーは，この急速に上昇した技術的生産性を，製品
価格の低下のために，同様にキャッシュフローの改善に導く（kassenwirksam）名目的付加価値
総額に具体化させることはできなかった。日本市場での激しい競争と外国市場での日本メーカ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）一の価格戦略とシェア拡大戦略が技術的生産性を経済的生産性に具体化することを阻んできた。」
シュプリンガーによれば，このことは，80年代に日本のメーカーが技術的生産性の優位性を利
用して海外市場で製品価格を引き下げて積極的な販売攻勢をかけ，グローバルな規模で市場シ
ェアを拡大させることができたことを説明するものと解している。
　さらにその後の生産性の進捗状況によれば，図一1が示すように，1980年代末から90年代初頭
にかけてドイツ乗用車メーカーの生産性の伸びはかなり改善されているものの，日本メーカー
に対する生産性の持続的な立遅れは，未だに改善されていないものとシュプリンガーは見なし
　　20）
ている。日本メーカーは乗用車一台あたりの平均14．7時間の組立て時間であるのに対して，依
然として米国ならびに欧州の競合メーカーはそれぞれ20時間と26．5時間の組立て時間と立ち遅
れている。こうした単純な組立て時間に基づく生産性比較は，メーカー各社の製品の複雑性と
品質，仕様数の違いを顧慮しない点できわめて問題のあるところであるが，シュプリンガーに
18）　これによれば，MITの主張するような日本メーカーにおける組立て部門の生産性の高さは，トヨタには
　当てはまるとしても日本の乗用車メーカー全体について言えることではない。ロート（Roth，S．）はこのノ
　イマンの調査から，ドイツの乗用車メーカーの時間あたり生産性は日本のメーカーにほぼ匹敵するばかりで
　はなく，トヨタを除けば日本の乗用車メーカーの生産性水準を上回る点を強調するととともに，日本の乗用
　車メーカーのコスト優位性を，より長い労働時間，より低い時間あたり賃金に求めている。詳しくは，風間
　（1998），159頁参照せよ。しかし，シュプリンガーは，確かにドイツという立地で活動している自動車メー
　カーに対する全ての日本の自動車メーカーの生産性の高さという言明を相対化させるものであるといえ，「ト
　ヨタの生産性優位性は何ら変わりがない」のであって，このトヨタの生産性こそが「ベスト・プラックティ
　ス」として目指されねばならない点が強調される。Vg1．　Springer，R，（1999a），S．311．
19）　Springer，R．（1999a＞，S．312．
20）　シュプリンガーは，日本の自動車メーカーのなかに，とくに日産に代表されるように経営危機に陥って
　いるメーカーの存在を認めつつも，「日本の自動車メーカーの危機は，その生産システムそれ自身の危機で
　はなく，むしろ日本の金融制度の危機ならびに日本の国民経済全般の危機なのであ」り，「こうした危機に
　より日本の自動車メーカーが生産性向上意欲を低下させるであろうことが期待されてはならない。それどこ
　ろか，日本の自動車メーカーは……ますます生産性向上意欲を高めており，……競争を通して市場シェアを
　高めようとしている」【Springer，R．（1999a），S．313．】のであって，ドイツ・メーカーにとっては競争圧力
　は一層高まっていると見なしている。
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図一1　組立工場における生産性変化
　　　（国際自動車研究プログラム【IMVP】調査における同一工場サンプルを用いた比較）
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出所：Springer，R．（1999a），S．312．
表一2　国際自動車産業における時間あたり人件費（DM）
　　　　暦年 1980 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997
ドイツ 28．01 43．95 46．77 50．24 54．10 58．84 60．34 62．75 64．09
　　一tフンス 19．66 26．29 26．73 28．19 29．16 31．20 32．29 33．08 35．66
イタリア 17．73 28．63 31．35 30．95 26．51 26．13 24．11 27．79 30．25
英国 14．95 25．05 27．68 28．00 25．70 26．40 25．42
?．?、
34．45
スウェーデン 28．60 42．78 46．77 48．84 36．04 36．48 37．48 47．81 50．96
米国 24．83 33．01 35．57 34．77 38．30 39．75 35．84 38．89 45．84
日本 13．26 27．10 31．94 33．19 42．55 46．05 45．56 41．28 44．19
出所：Springer，R．（1999b），S．60．
よれば，市場での競争優位性の確立において戦略的に重要となるのは，ノイマンの分析に見ら
れる「付加価値生産性」よりも「技術的生産性」にあり，この点でドイツの自動車メーカーの
生産性問題は依然として解決していない。
　ところで，ドイツの自動車産業は，表一2に見られるように，ドイツの時間あたり人件費
（Lohnkosten）は「世界一高い」。1997年現在，ドイツは日本や米国の約1．4倍に達しており，1980
年にはほぼ同じレベルにあったスウェーデンや米国に比べその後の上昇率は大きい。
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表一3　ドイツにおける乗用車生産台数の推移
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　　　　　　暦年メーカー
1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
AUDI 421，243421，378450，319492，085340，956354，610447，683491，501
BMW 489，742499，823536，003580，29510，112550，251563，431570，119
Ford 633，340594，330633，097622，377437，065461，194517，83539，875
DB 536，993574，191575，547531，456480，627583，833588，269633，815
OpeI 989，3851，029，955980，9651，071，464849，314964，180998，7561，035，795
Porsche28，97932，16220，952 16，559 13，372 17，97318，86823，079
VW 1，463，9911，508，8181，462，5971，549，4851，163，0451，161，6441，225，3931，245，399
全社合計 4，563，6734，660，6574，676，6664，863，7213，794，491，093，6854，360，2354， 39，583
出所：Springer，R．（1999b），S．58．
表一4　ドイツ民族系主要乗用車メーカーの海外生産比率
　　　（全体の生産台数に占める海外生産の比率）
　　　　　　　　　　　　暦年メーカー
1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
ダイムラーベンツ
aMW
uW
2．6
S．2
Q8．0
2．4
R．8
Q9．2
2．7
R．1
S1．2
1．9
R．0
S4．6
2．0
S．3
T3．5
2．5
S．0
T5．7
3．0
T．3
T8．3
5．2
P0．8
U1．0
出所：Springer，R．（1999b），S．59．
　一方，ドイツ国内の乗用車生産台数は，表一3から確認できるように，1990年代に入ってほと
んど増加していない。1989年にドイツ乗用車メーカー7社合計で456万台の生産台数は，96年454
万台となっている。1992年と96年の国内生産台数は，年平均，約2％の減少を記録した。しか
し，この同一期間の92年と96年とのドイツの自動車メーカーの全生産台数（海外生産分を含む）
は641万台から698万台へと増加しており，この間の年平均上昇率は約2％であった。つまり，
ドイツの乗用車メーカーは，この間，その国内生産は持続的に減少する一方，その海外生産は
持続的に大幅に拡大してきたのである。表一4から確認できるように，ドイツの民族系乗用車メ
ーカー一　3社の海外生産比率は，各社とも全て上昇しており，例えば，1989年と96年とを比較す
れば，各社一様にほぼ2倍に拡大している。とりわけ，フォルクスワーゲン（VW）はすでに93
年以降，国内生産台数を海外生産台数が上回っており，96年現在，海外生産比率は61％に達し
ている。その結果，表一5から確認できるように，90年代初頭以降，ドイツ乗用車メーカーの雇
用水準は停滞もしくは減少傾向にある。
　シュプリンガーによれば，1992年／93年の「経済危機」以降，ドイツの乗用車メーカーを取
り巻く環境条件は大きく変わったのであり，この点に関して，彼は，1）世界の乗用車市場の飽
和と持続的な過剰生産能力，2）国際金融・資本市場での一層激しい競争（「株主価値資本主義」
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表一5　ドイツ乗用車メーカーの従業員数の推移
（176）
（単位　人）
　　　　　　　　　　　　暦年
＝[カー 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
AUDI 35，59537，03538，20537，73834，36332，21532，82334，529
BMW 66，26770，94874，38573，56271，034109，362115，763116，112
Ford 48，22250，12148，17147，67043，80443，97043，97045，161
ダイムラーベンツ 96，734100，479103，63295，49290，24883，39680，73383，732
Opel 54，61457，48956，78254，00350，81047，33545，56244，695
ポルシェ 8，835 9，005 8，431 7，133 6，970 6，847 7，107 7，959
VW 251，000261，000277，000273，000253，000238，000257，000261，000
全社合計 561，267586，007606，606588，598550，229561，125582，958593，188
出所：Springer，R．（1999b），S．62．
【Shareholder　Value　Capitalism】の影響），3）コア・ビジネスとしての乗用車事業への再焦点
づけ，そして4）旧社会主義国の市場経済化に伴う労働力過剰を挙げている。
　第1の点に関して，シュプリンガーによれば，世界の自動車生産は，1960年（1280万台）か
ら87年（3410万台）まで順調に生産台数を拡大してきたのであり，その間の年平均増加率は6．1
％であった。ところが，87年から95年（3620万台）の間での年平均増加率は約0．8％にすぎな
い。また，世界的にその過剰生産能力が極めて深刻化しており，欧州とアジアを中心として2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21）千万台以上の需給ギャップが存在しているともいわれている。現在，世界の自動車市場は，と
くに「伝統的な自動車地域」（北米・欧州・日本）においては，すでに「飽和状態」にある。今
後，アジア（日本を除く），中南米，東欧地域が新たな成長市場として期待されているが，これ
らの地域の市場規模は小さく，世界の自動車生産全体の成長には大きな影響力をもたない。し
たがって，シュプリンガーの認識によれば，個々の自動車メーカーは，その競合メーカーのシ
ェアを奪うことによってのみ自社のシェアを高めることができる，いわゆる「排除競争」（Verdrangungs－
wettbewerb）を覚悟しなければならない。
　さて，ドイツの自動車メーカーは，ますます国境を越えたグローバルな金融・資本市場で資
本調達を迫られており，米国流の「株主価値資本主義」の考え方が支配的な，こうした市場で
21）　シュプリンガーは，2000年の過剰生産能力を「200万台」（zwei　Millionen）以上とみなしている（Springer，
　R．（1999b），S．57．）が，日本経済新聞の報道によれば，世界の主要メーカーが抱える1998年の設備能力は，
　年産7千万台を超え，実際の販売活動に比べて，年間2千万台以上もの余剰が発生している。『日本経済新
　聞』1999年11月12日付。
22）　ドイツ自動車メーカーの売上高利益率（1989－96年）は以下のようであった。
1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年
2．8％ 2．7％ 2．3％ 0．6％ 一〇．4％ 1．7％ 1．6％ 1．1％
出所：Springer，R．（1999b），S．63．
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も相互に競争せねばならなくなっている。こうした市場において要求されるのは，絶対的な利
潤量でも，中・長期の利回りでもなく，短期の高い利益率なのである。ドイツ乗用車メーカー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）の売上高利益率（Umsatzrendite）は1989年の2．8％から96年には1．1％へと低下しており，こう
した低い収益構造はグローバルな金融・資本市場の圧力に晒されており，こうした市場におい
て自動車ビジネスへの投資を促すためには，ドイツの乗用車メーカーはその高いコスト構造を
抜本的に見直し，資本市場が要求する資本利回りを確保することが求められている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4，
　第3に，ドイツの乗用車メーカーは，1980年代に進めた多角化戦略を大きく転換させ，ます
ます本業の乗用車ビジネスへの経営資源の集中を図っており，合併・買収による自動車生産の
「規模の経済」を目指している。こうした本業への集中とグローバル寡占の進展は，これまで以
上に激しい「ノド切り」（cut－throat）競争といった競争の激化をもたらすことが予想されるとシ
　　　　　　　　　　　　23）ユプリンガーは認識している。
　そして最後に，今日，ドイツ国内の労働市場は，労働力の持続的な供給過剰，すなわち構造
的な大量失業によって特徴付けられるようになっている。とくに東欧諸国の計画経済体制の崩
壊と西欧諸国に対する国境の開放は西欧の労働市場の構造的変化をもたらすところとなった。
こうして，シュプリンガーによれば，「欧州労働市場では，使用者と労働者との間の権力関係に
構造的変化が生じている。労働力供給は労働力需要をはるかに，また今後も持続的に上回る。
……｡日，企業は，製造業で，多かれ少なかれ標準化された，手作業の労働分野に十分な労働
力を調達し，長期にわたって引き止めるために，労働条件を改善するようには強制されていな
い。コスト削減圧力や競争圧力の高まりあるいは持続的失業の下で，標準的な労働条件および
これと結び付いた要求可能限界は『上方へ』というよりも『下方へ』修正されている。……過
去の労働の人間化の成功は，それにより再び撤回されている。……明らかに工業における変化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24）の中心において注目されているのは生産性と雇用の問題なのである。」
　こうして，シュプリンガーは，ドイツの自動車メーカーが直面する環境条件の構造的変化，
とくにグローバルな市場競争の激化の下で，国内の労働市場の圧力は「完全に意味を失って」
おり，メーカー各社は，何よりも生産性と経済的効率性を高めるための一層大規模な合理化を
速やかに実現することによってしかその存続ができないのであり，またこうした合理化の実現
によってしか国内の雇用も確保できなくなっていると主張するのである。
23）　シュプリンガーによれば，「世界的規模での排除競争を背景として，自動車産業における再度の販売危機，
　およびその場合に始まる一段の職場整理が近いうちに予想されうる。その場合，生産性を巡るグローバルな
　戦いの新たなラウンドが開始される。全てのメーカーは，現在……明らかに強化している合併活動によって
　これに対する備えをしているのである。」Springer，R。（1999a），S．314．
24）　Springer，R．（1999a），S．314．
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IV．「部分自律的集団作業」と「標準化された集団作業」
　シュプリンガーの理解によれば，80年代までの社会・技術システム論のパラダイムで提唱さ
れてきた「部分自律的（ないし自己組織的）集団作業」を通じて，労働の人間化と経済的効率
性とを同時に実現するという議論は90年代に入って「完全にその実践的意味を失っ」たのであ
り，そこで手間暇かけて労働者の能力開発を図りつつ，生産性向上を図るといった余裕はすで
にドイツ自動車メーカーにはなくなっており，短期間のうちに生産性を向上させるような合理
　　　　　　　　　　　　　　25）化アプローチが求められている。
　この「自己組織的集団作業」方式は，労働者の自由裁量の余地（自己制御）を可能なかぎり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26）拡大すること目指している点で，テイラーの「科学的管理」（wissenschaftliche　Betriebsftthrung），
したがってまたその「計画に基づく作業」（die　Arbeit　nach　Plan）とは対照的である。シュプ
リンガーによれば，「科学的管理の本質とは，作業能率の改善を目的とした計画的・分析的な，
労働の分解と再合成にある。この計画的・分析的な分解と再合成は，偶然の出来事にも個々人
の自由な裁量に委ねるものでもない。それどころか，作業は体系的な分析と計画の対象とされ
る。したがって，作業計画（Arbeitsplan）は『科学的管理』の最も重要な用具なのである。作業
計画は個々人に彼が自分の仕事をどのように遂行しなければならないのかを事前に定めておく
のであって，その限りで『外部制御』（Fremdbestimmung）と同じ用具である。……計画に基
づく作業は，テイラーの理解によれば，個々人がもはやいかなる速度で，そしてまたいかなる
順序で個々の課業を遂行するのかを自分で決定してはならないことを意味していた。作業計画
はその専門家（産業技師）によって作成され，こうした人々が自分の立てた作業計画によって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27）個々の労働者にその作業の進行を指示するのである。」したがって，科学的管理は，こうした作
業計画の編成を専門家としての産業技師の権限（経営側）に集中するとともに，彼らによって
「科学的に」検証された，一切の無駄を省いた，最も効率的な最良の作業方法【「ベスト・プラ
25）　シュプリンガーによれば，これは製品・金融・労働市場という市場における変化だけではなく，労働強
　化に対する被用者側の抵抗が1970年代に比べて「かなり抑制されてきている」という事情にもよる。Springer，
　R．（1999a），S．314．
26）周知のように科学的管理はワイマール共和国時代にドイツにおける産業合理化の新たなモデルとして定
　着を見ることとなった。シュプリンガー一一はドイチュマン（Deutschmann，C）の指摘に依拠しながら，ドイ
　ツへの科学的管理の影響を以下のように述べている。すなわち，「ここで問題となったのは，新たな管理構
　想だけではなく，技術進歩と大衆の豊かさによる社会的コンフリクトの解決を約束する社会へのメッセージ
　であった。それは，投資のうねりを呼び起こしただけではなく，労働組合や一般大衆のあいだでも同意と支
　持を見出すことになった。それは，科学を工業生産と結びつけ，技師，管理者，準技術者，作業研究の専門
　家といった職業集団全体の地位向上の基礎を築いた。つまり，科学的管理は，ドイツにおいて伝統的により
　高い評価を受けてきた精神科学に対する技術的科学の名声を高めるものとなった。」Springer，R．（2000　a），
　S．29．
27）Springer，R．（2000a），S．30．その際，シュプリンガーは科学的管理の定義としてドラッカー（P．F．Drucker）
　の定義に依拠しているとしている。
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ックティス方法」（Best－Practice－Method）】を「標準化」・「公式化」（Formalisierung）し，
これを可能な限り広範囲に適用することによって，有効かつ効率的な企業管理の実現を目指す
ものであった。
　これに対して，「部分自律的集団作業」方式は，可能な限り「集団内での一貫した標準化と公
式化を放棄」してきたのであり，その根拠とされたのは，1）こうした標準化と公式化が，生産
工程で不断に発生する高い工程不確実性に伴い必要とされる集団のフレキシビリティを損ない，
また被用者の生産知能の啓発を妨げ，即興的対応能力（lmprovisationsverm6gen）を損なって
しまうこと，2）標準化と公式化が作業のルーチン化や単調化，さらには「労働疎外」をもたら
すことであった。そこで「部分自律的集団作業は，……気楽なジャズバンド（lockere　Jazzband）
のように振舞うべきなのであって，体系的に徹底して組織された室内交響楽団（Kammerorchester）
　　　　　　　　　　　　　　　　　28）のように振舞ってはならないとされた。」
　こうして，科学的管理は，「ベスト・プラックティス方法」の考え方に基づいて，「体系的に
テストされた方法の一般化能力と標準化」に依拠するのに対して，「自己組織化」ないし「部分
自律性」は「方法の開発にあたって個々人の直感，経験，創造性を活用」しようとするのであ
る。つまり，科学的管理は「唯一最善の方法」（one　best　way）の有効性を主張するのに対し
て，「自己組織的集団作業」では「自分自身の最善方法」（own　best　way）が教義（Maxime）と
　29）
なるのであって，この点で個々人の職業体験の特殊性に規定されて「多くの最善の方法」（many
best　ways）の存在が認められているのである。
　シュプリンガーの理解によれば，今日，生産性・作業効率を高めるために，方法・手段の決
定は個々人の個人的直感や経験に委ねられるべきではなく，客観的・科学的な裏付けを必要と
している。確かに「作業の完全なルーチン化は被用者の創造性と問題解決能力を抑制すること
に異論の余地はない。しかし，労働科学的には，活動のルーチン化は作業負荷を軽減する効果
を持ち，それによって創造的行為の余地を生み出すことも全く同様に明らかとなっている。問
題は絶えず新たに解決されるべきではなく，作業を軽減させるようなルーチン作業へと変えら
れるべきものなのである。それと結び付いているのは負荷軽減効果（Entlastungseffekt）だけ
ではなく，作業効率上昇効果（Effizienzeffekt）でもある。というのも，標準化・公式化された
ルーチン作業は，それと結び付いた学習効果により，絶えず新たにある特定の問題に対する解
決策が探索され，発見されねばならない場合よりも，ずっと効率的な作業を可能にするからで
　　30）
ある。」
　さらにまた，シュプリンガーは科学的管理と対比しながら，「自己組織的集団作業」方式の構
28）　Springer，R．（1999a），S．317．
29）　Springer，R．（2000a），S．32．
30）　Springer，R．（1999a），S．317．
180　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第83巻第2号　　　　　　　　　　　　　（180）
造的限界についても以下のように述べている。すなわち，「『自己組織化』構想とは異なり，特
殊性よりも一般性を優先させる『科学的管理』は，この（全体が部分の総和以上である場合に
のみ，組織としての意味がある一引用者）『法則』（Gesetz）に従うのである。……『自己組織
化』によっては，結局のところ，単なる個別能率の合計を超えるような能率を持続的に解き放
つことはできないであろう。より特別な個別能率のいかなる一般化も『自己組織化』の制限を
必然的に伴う。というのも，他の個別能率は，今や一般化され，より特別ではなくなっている
個別能率に従わなければならないからである。したがって，（「自己組織化」構想と結び付いた
一引用者）個々の『方法自由』（Methodenfreiheit）は，組織において集合的な最高能率を達成
することが問題となる場合には，自動的に制限される。それどころか，『方法自由』を制限する
ことによってのみ，組織は形成され，かつ安定するということができる。その限りで，管理者
や労働者の方法自由を制限しようとするテイラーの試みは，企業の組織形成の重要なステップ
として理解されうるのであって，さもなくば，企業は能率損失（Leistungsverlust）という犠牲
　　　　　　　31）を払うしかない。」
　すでに本稿の冒頭において指摘していたように，テイラーは，それ以前の従来の管理制度の
下において作業の「最速時間」ないし「標準時間」の設定を労働者側の「経験」・「創意」・「自発
性」に委ねていたことに対して，こうした管理制度の「漂流的」性格を指摘し，これを批判し
たのであるが，シュプリンガーの「部分自律（ないし自己組織）的集団作業」方式に対する批判
も，そうした集団作業方式において作業の最も効率的な遂行を労働者の「直感」・「経験」・「創
造性」に委ねる結果，必ずしも作業の「ベスト・プラックティス（最良の方法）」の一般化，し
たがってまた最高の経済的効率性を保証するものではない点を批判するとともに，無駄のない，
最も効率的な作業の一般化のためには作業の体系的・科学的分析を基盤とする作業の「標準化」
こそが求められると主張したのである。
　シュプリンガーは，生産性向上にとって作業の「標準化」・「公式化」・「ルーチン化」は放棄
されえないのであるが，テイラーの構想した「計画と執行の分離」についてはこれを退け，「作
業標準」の設定にあたっての労働者の参加を主張し，作業能率の向上の手段として「参加的合
理化」（partizipative　Rationalisierung）を提唱し，この点で科学的管理の「現代化」（Modernisie－
rung）を図る必要性を強調している。この「参加的合理化」とは，「合理化の方法の開発と具体
化への被用者の参加によって被用者の合理化知識を活用する一方，こうした合理化の方法が被
31）Springer，R．（2000a），S。33．シュプリンガーはまた，こうした「自己組織化」構想と結び付いた「分権化」
　（Dezentaralisierung）についても批判的に考察し，これを「フランク・シナトラによる管理」（“Management
　by　Frank　Sinatra”）と名づけるとともに，こうした分権化により，誰もが「自分流にやってのけた」（“I　did
　it　my　way”）といいうる「方法無秩序状態」（Methodenchaos）に導く危険を指摘している。そして「一
　般に『リーンな経営』や『社内企業家』（lntrapreneurship）についての『ベスト・プラクティス・ケース』
　と見なされている，そうした企業が，より厳密に考察してみると，分権化された企業の特徴とされるメルク
　マールの多くを全く持っていない」という。Vgl．　Springer，R．（2000a），S．32f．
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表一6　部分自律的集団作業方式と標準化された集団作業方式
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部分自律的集団作業 標準化された集団作業
長いサイクル・タイム（2分～60分） 短いサイクル・タイム（2分以内）
大きな集団規模（8人以上） 小さな集団規模（8人以下）
集団内に専門家はいない 集団内に専門家（例えば，品質，標準化，カCゼンに関する）
個人的なやり方での作業 標準化された作業の遂行
自己の作業の標準化と計画活動に対する低い
ﾓ任
自己の作業の標準化と計画活動に対する高い
ﾓ任
出所：Springer，R．（2000b）報告資料を参考に作成。
用者の個人的利害のためにだけ使われ，企業の経済的利害のためには使われないという危険を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32）冒すことはない」ことによって作業能率の向上を可能にする手段となる。
　今日の企業においては，その製品の多様化や製品寿命の短縮化，さらには新製品・新技術の
導入等により，生産過程において絶えず不確実性・不安定性は増大しているのであって，その
点で，作業の標準化・ルーチン化は絶えざる見直し・洗練化・最適化を余儀なくされており，
その点では「フレキシブル標準化」（Flexible　Standardisierung）が求められている。
　そこでの「標準化」の絶えざる見直し・洗練化において，被用者の生産知能の動員・創造性
の発揮を図る点で，「テイラー主義の本質的原理」と見なされる「計画と執行の分離」，「計画と
合理化活動の専門家への排他的委譲」を克服しているとシュプリンガーは主張するとともに，
「標準化された集団作業」方式を提唱している。この「標準化された集団作業」方式は，「部分
自律的集団作業」方式の対比において，表一6のように特徴付けられている。
　この「標準化された集団作業」構想は，米国の研究者であるアドラー（Adler，P．S．）らの北
米トランスプラント，特にNUMMI社の実態調査に基本的に依拠しつつ展開されている。シュ
プリンガーによれば，アドラーらは，「NUMMI社の研究に基づいて，作業の標準化と創造的潜
在能力の解放が相互に排他的なのではなく，被用者が作業標準の洗練化と最適化に係わってい
る限りで，相互に補完し合うものであることを説得的に説明している。この点において，ブリ
ーモントにあるNUMMI社（米国），オペル社のアイゼナッハ工場（旧東独），フォード社のザ
ールルイス工場（旧西独），さらにはダイムラー・クライスラー社のタスカルーサ工場（米国）
やドイツにあるラシュタット工場（旧西独）において実践されている集団作業アプローチは，
作業の計画と執行のテイラー主義的分離とは異なっている。ここでは，部分自律的集団作業方
式とは異なり，持続的かつ短期的に実現可能な作業効率を可能な限り向上させるために，作業
の標準化とルーチン化は放棄されてはいない。しかし反対に問題解決とルーチンな作業との分
32）　この点では，デーレ（D6rre，K．）の言う「誘導された参加」（Gelenkte　Beteiligung）でもある。　Vgl．
　Springer，R．（2000a），S．34．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33）離の取り消しも推進されている。」（括弧内の地域名は引用者による）さらにNUMMI社におけ
る作業標準最適化のアドラーらの観察を以下のように紹介している。すなわち，「従業員は，自
分の仕事をストップウォッチを用いて測定し，代わりとなる処置方法を比較検討し，もっと有
効な方法を自ら決定することができる。またいかなる人々にも標準的処置方法が理解され，利
用されることを保証するために，この処置方法を記録し，この処置方法におけるカイゼン可能
性を確認し，提案することができる。ある一定期間，作業分析（標準の設定）はリーダーない
し作業集団のあるメンバーに委ねられるであろうが，しかしいずれの人々もその分析過程を理
　　　　　　　　　　　　　　　　34）解し，これに参加しうるのである。」つまり，個々の労働者はシステム最適者（Systemoptimierer）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35）になるのであり，自分が働く作業システムを絶えず発展させ，最適化させている。
　こうして，「標準化された集団作業」方式においては，直接生産的作業，すなわち「価値創出
的作業」については，伝統的な組立てライン作業と同様に短いサイクル・タイム作業（2分以
下）であり，徹底した作業の「標準化・ルーチン化」が追求され，この作業標準は「規則」（Regel）
として集団メンバーの作業を拘束している。しかし，この作業標準の作成と修正に集団は参加
し，状況に応じて「標準とルーチン」は絶えず最適化される。さらに集団対話（Gruppengesprach）
を通して休暇・勤務計画，・一テーシ。ンやli肋開発計画は集団により配制御されて認。
　シュプリンガーは，こうした「標準化された集団作業」方式の導入に対する労働者側の反応
について，オペル社のアイゼナッハ工場，ダイムラー・クライスラー社のラシュタット工場，
さらにはフォード社のザール・ルイス工場といったドイツ国内事業所の集団作業方式導入のケ
33）　Springer，R．（1999a），S。318．
34）　Springer，R．（1999a），S．319．
35）　シュプリンガーによれば，個々の労働者は「この作業システムを最適化する「システム最適者」となる
　ことによって「産業技師」（lndustrial　Engineer）となっている。「労働者は，いっも通常はもちろん企業の
　ためにではなく，例えば，時間的余裕を生み出したいという自分自身のために，何らかの方法で自己の作業
　を最適化している……労働者がこれまでの経験を通じて蓄積してきた最適化知識を企業のために動員すると
　すれば，これは生産部門の労働者から時間研究事務室（ZeitstudienbUro）の産業技師になったということ，そ
　れ故，労働者が技術職員（technische　Angestellte）に昇格したことを意味するであろう。」vgl．Springer，R。
　（1999a），S．319．
36）　シュプリンガーは，この点で「標準化された集団作業」構想を「部分自律的集団作業と反復的部分作業
　（die　repetitive　Teilarbeit）との統合をなす新しいタイプの集団作業方式」と見なしている。vgl．　Springer，
　R．（1999a），S．319．この点では，「標準化された集団作業」構想が「自己組織化」とは何ら矛盾するものでは
　ないというゲルスト（Gerst　D．）の見解と結びつくように思われる。但し，ゲルストは，シュプリンガーの構
　想自体には「自己組織化」の僅かな可能性しか認めておらず，一層の「自己組織化」拡大の必要性を主張す
　る。Vgl　．　Gerst，D．（1999），Gerst，D．（2000）。
37）　とくに工場の設立からすでに長い年月が経過し，しかも5割を超える専門労働者が働くフォード社・ザー
　ル・ルイス工場において，1991年からすでにこうした標準化された集団作業方式が導入・定着している「事
　実」からすれば，この集団作業方式の導入は「新設工場」（グリーン・フィールド）だけではなく，「既存工
　場」（ブラウン・フィールド）でも実践可能である点をシュプリンガーは強調する。vg1．Springer，R．（1999
　a），S．320．
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一スを踏まえつつ，労働者側に作業の標準化に対する理由が十分説明されている場合には，こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37）れに「労働者は拒否的に向かい合うものではない」ことを強調している。
V．「標準化された集団作業」方式と「自己組織化」との統合可能性
　前節で検討した，シュプリンガーの「標準化された集団作業」構想は，これまでの検討から
明らかとなるように，北米トランスプラントですでにその有効性が確認されてきた「チーム作
業」方式そのものであり，また「日本的特徴を有する作業システム」であるのであって，1980
年代までに展開されてきた「ドイツ的生産モデル」の「進化」の方向とは大きく異なることが
注意されねばならない。とりわけ，前者においては，労働の人間化という視点は後退しており，
経済的効率・生産性向上に何よりも優先順位が置かれているとすれば，後者においては労働の
人間化と経済的効率の調和的実現が目指されていたし，その上，ドイツ固有の職業教育制度か
ら生まれた専門労働者による生産知能の動員，サイクル・タイムの拡大，直接生産機能と間接
生産機能との機能統合，自己組織化（部分自律性）の同時実現が目指されていた。
　こうしたシュプリンガーの見解や北米方式の集団作業（＝「チーム作業」）方式に対しては，
ドイツにおいて，とくに労働社会学からの多くの厳しい批判が加えられている。例えば，シュ
ーマン（Schumann，M．）はこうした集団作業方式を「構造的に保守的な集団作業」（Strukturkon－
servative　Gruppenarbeit）と呼ぶとともに，これが「労働の熟練工化（Professionalisierung）」
も「自己組織化」も生み出すものではないがゆえに，テイラー主義的特徴を有する作業システ
ムに対する「真の進歩」を表すものでは決してないとして，従来の「ドイツ的生産モデル」に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38）対応した「構造的に革新的な（strukturinnovative）集団作業」の有効性を主張している。また
ロート（Roth，S．）は「北米方式」の集団作業方式を「テイラー主義的集団作業」（Taylorisierte
Gruppenarbeit）と呼び，これを以下のように批判している。「僅かな程度の職務統合と自己組
織化および高いタクト拘束性によって，被用者に対する圧倒的に負の作用が生じている。時間
的ゆとりの削減は労働強化をもたらし，自己組織化の欠如は非連帯的行動をもたらす（魅力的
な職場は防衛され，職務交代は拒否され，作業能率上劣る人々は追い出される）。集団発展の社
会的過程のチャンスは生まれない。……ドイツの生産システムにおいては，明らかに組立て部
門における『テイラー主義的集団作業』モデルは労働政策的にも経済的にも役立たない。この
モデルは，組立て部門における被用者の期待および職業資格構造ともいずれの関係においても
矛盾している。要するに，職務満足，個人的コミットメントそして効率性改善の非常に大きな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　39）潜在的可能性はこのモデルでは実現されないこととなる。」
38）Kuhlmann，M．，M．　Schumann（1997a），　Schumann，M．（1997b）Kern，H．　und　M．Schumann（1998）
　に詳しい。
39）　Roth，S．（1996），S。148．
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　しかし，すでに本稿でも，シュプリンガーの見解に依拠しつつ確認しているように，ドイツ
の自動車産業の直面するグローバル競争の下で生産性向上・コスト削減をめぐる合理化圧力は，
一層激化しており，ますますドイツ自動車メーカーの経営者側は，北米トランスプラントでそ
の有効性が確認されてきた「チーム作業」方式ないし「リーン生産方式」をドイツ周辺部（旧東
ドイツの新設事業拠点）から中心部（旧西ドイツの事業拠点）へと本格的に導入させようとし
ている。その際の戦略的焦点は，すでに確認しているように，労働集約的な組立て部門におけ
る作業組織の再編成にあり，シュプリンガーの見解は，こうした集団作業方式導入の経営者側の
狙いをきわめて率直に表現したものと言えるであろう。
　すでにシューマンやn一トの見解に代表されるように，こうした経営者側の狙いを批判し，
これに対する「原則的な拒否」・「反対」だけでは問題は解決するとは思われない。これまでの検
討から明らかなように，ドイツ自動車メーカーのグローバル化戦略は1990年代において大きく
進展しており，その結果，国内事業拠点の雇用と投資の確保は個別事業拠点にとっては大きな
問題となっている。また，生産性・経済的効率性に関する国際比較は国内事業拠点に極めて大
きな合理化圧力を生み出しており，こうした事業拠点の生き残り競争の下で集団作業方式を柱
とする組立て部門の作業組織の再編成はますます進行しているからである。
　この点でまず確認すべきことは，1980年代までの「ドイツ的生産モデル」ではハイテク自動
化部門に焦点があり，この部門を中心として「熟練工化」・機能統合等の作業組織の全面的な，
大規模な再編成が行われていたものの，組立て部門においてはその作業組織の再編成はパイロ
ット・プロジェクト等を通して部分的にしか導入・展開されていなかったのであり，圧倒的多数
の組立て作業は依然として伝統的なテイラー主義・フォード主義的な作業組織が支配的であっ
たのであり，その点では短いサイクル・タイムの標準化された作業を遂行してきたという事実
　　40）
である。一方，1970年代の労働市場の状況や職業教育制度の拡充による専門労働者の過剰養成に
より，自動車生産部門にはますます多くの専門労働者（全生産部門で68％の労働者）が職業資
格以下の仕事に就いており，90年代初頭のシュプリンガーの調査によれば，自動車組立て部門
において78％の労働者は専門職業資格を持ちながら，その資格に適合する仕事に就いていない
　　　41）
のである。
　このことは，標準化それ自体が大幅な労働条件の悪化をもたらすものでも，「ドイツ的生産モ
デル」の根本的な変化に導くものでもない（80年代までの合理化の焦点をなしてきたハイテク自
動化部門においては，「システム規制工」（Systemregulierer）を中心とする「熟練工化」の動き
　　　　　　　　　　　　　　　　　　42）それ自体が取り消されているわけではない）し，またこうした高度の職業資格を有する労働者の
生産知能を積極的に動員する問題解決活動への参加は，労働者の動機付けと生産性向上の可能
40）Kuhlmann，M．，M．　Schumann（1997a），p．295．
41）Springer，R．（2000b），配布資料参照。
42）Kuhlmann，M．，M．　Schumann（1997a＞，p．290－p．293．
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性を示しているように思われる。
　こうしたことが，国際競争力の強化や生産性向上に一定の理解を示す経営評議会を中心とす
る労働側集合的利害代表が北米トランスプラントの集団作業方式を一定の条件の下で受け容れ
ている背景をなしているように思われる。
　しかし同時に，ドイツという枠組み条件の下では，こうした集団作業は，シュプリンガーが
期待するように，もっぱら経済的効率の向上を図るという経営者側の意図通りに展開されてい
る訳ではない点も強調されなくてはならない。というのも，こうした集団作業方式の展開は，
ドイツでは経営評議会（Betriebsrat）の関与・規制の下で「経営協定」（Betriebsabkommen）
の締結を通じて行われており，経営者側もこれまでの「労使協調体制」を基本的に維持しつつ，
したがって労働側の理解と協力を獲得しつつ，慎重に合理化を展開するという基本的枠組みに
大きな変化を認めることはできないからである。
　こうした関与・規制の下でドイツでの集団作業方式の具体的展開様式を探る上でゲルスト
（D．Gerst）の見解が示唆的であるように思われる。
　ゲルストは，「自己組織的集団作業」方式それ自体は「標準化」を否定しているわけではない
として，作業の「標準化」を承認しつつ，この「標準化された集団作業」に「自己組織化」の
要件を組み込む必要性を主張する。その際，「標準化された集団作業」方式と「自己組織化」と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　43）の調和的実現を図るためには，以下のメルクマールが決定的に重要であると主張している。
　第1に，「カイゼン過程」について，特権的な専門家だけではなく，全ての集団構成員を包摂
し，彼等に等しく協働作業と共同決定を可能とするような作業組織編成が選択されねばならな
い。このことは，集団リーダーが集団の代わりに意思決定を行い，最適化するといった「職長
補」（Vorarbeiter）として定義されてはならないことを意味している。そのためには，集団リー
ダーは集団メンバーの互選によって選抜されねばならない。さらに被用者全体に合理化過程に
全力を傾けることを可能にさせる制度的枠組み（例えば，「集団対話」や「継続的改善サークル」）
がより重要となる。
　第2に，最適化職務を所与の能率目標に限定することは「カイゼン過程」への従業員の参加
に対する広範な同意を妨げるものとなるのであって，作業方法の標準化・最適化において組立
て作業の時間的効率化だけではなく，その人間化側面を顧慮する余地を与えることが必要であ
る。
　第3に，標準化された作業システムにおいても従業員の職務プロフィールを拡大し，ベルト・
コンベア作業外の間接的作業職務を統合させることは可能であり，これにより職業能力の高度
化と労働負荷のローテーションは可能となる。これにより現場の作業員の作業改善・最適化能
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　44）力は拡大するばかりでなく，間接部門の負担をも軽減させることができるであろう。
43）　Gerst，D．（1999），S．55．
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　この点で，ゲルストの見解は，現実に展開されつつある，こうした集団作業導入の問題点を
正確に認識するとともに，経営評議会の関与・影響力行使を通してそのような集団作業を従来
の「自己組織（部分自律）的集団労働」の方向へ転換させ，その結果，労働側の利害も一定程
度充足させる必要性を提起している点で重要である。
VI．おわりに
　以上において，本稿は，近年，ドイツにおいて大きな論争を呼び起こしている「標準化され
た集団作業」なる概念を提唱しているシュプリンガーの見解を紹介してきた。彼は，ほぼ1世
紀前にテイラーが「漂流式管理」に加えた批判と同じように，「作業標準」の設定が作業能率改
善の見地からすれば必要不可欠であると主張する一方で，テイラーとは異なり，この「作業標
準」の最適化・洗練化ないし職場の問題解決活動にあたって現場の第一線労働者の参加を主張
し，これによって科学的管理の「現代化」を図る必要性を強調するところとなった。こうした
構想自体は従来から「トヨタ生産方式」ないし「北米トランス・プラント方式」の特徴として
指摘されてきたものであり，何ら新しい構想を見出すことはできない。しかし，重要なことは，
従来，ドイツ独自の労使関係の下で労働組合・経営評議会の経営側に対する強い交渉力を背景
として労働の人間化と経済的効率との調和的実現を目指す生産合理化を推進し，その結果，「ド
イツ固有の道」ないし「ドイツ的生産モデル」と呼ばれる独自の生産システムを生み出してき
たドイツにおいて，グローバルな市場競争の激化の下で，経営者側は，何よりも生産性向上と
コスト削減に優先順位を置いた合理化を押し進めようとしており，その際，労働集約的な最終
組立て部門における作業組織の再編成において「日本的特徴」を共有する集団作業方式が徐々
に旧西ドイツ事業拠点においても展開されつっあるという点である。そして，シュプリンガー
の見解は，この「日本モデル」のドイツでの展開の理論的根拠を与えようとしているものと見
なすことができる。
　しかし，こうした集団作業方式の展開は，ドイツでは，通常，事業所の経営評議会との「経
営協定」の締結を通して，労使の合意形成を図りつつ展開されていることに注意しなければな
らない。シュプリンガーはこの「日本モデル」の根拠を労働市場からの圧力・影響力の「喪失」
とグローバルなレベルでの生産性・効率競争の激化に求めているのであるが，彼自身ドイツに
おける労働側，特に経営評議会の影響力の強さを次のように述べているのである。すなわち，
「経営評議会は，他の構想に対する『構想競合』において自己の形成構想を提案し，これを貫徹
する力をもっている。かくして，今日，全ての自動車メーカーにおいて，経営評議会に反対して
44）ゲルストは，直接生産部門の作業の「標準化」と「自己組織化」との統合のために，部門を越えた幅広
　い職務統合を主張し，品質管理，手直し作業，機械の調整，原材料の手配と搬送，製品変更時の職場の再編
　成といった「非ルーチン作業」を直接生産部門の作業に統合する必要性を強調している。VgL　Gerst（2000），
　S．43．
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生産分野での作業組織の再編成方策を押し付けることはできないことには疑問の余地がない」
のであり，しばしば法律上共同決定対象ではない事項（例えば，機能統合の範囲や「継続的改善過
程」の導入様式，集団リーダーの選出方法等）も「経営協定」の対象とされていることを確認し
　　45）
ている。この点では，ドイツ的枠組み条件の下では，もっぱら生産性・経済的効率のみを実現
するための合理化方策は一定の修正を受けて展開されているものと考えられる。したがって，
今後，経営評議会が労働組合との連携を図りつつ，どの程度，労働側の利害を反映すると同時
に，経営者側の経済的計算にも適合した形成代替案（「社会的により適合的で，経済的にも有効
な合理化方法」）を具体的に提示しうるかが問われている。本稿は，この代替的な1つの方向と
して，ゲルストの見解も紹介してきた。しかし，現実にドイツの事業拠点において，このシュ
プリンガーの提唱する「標準化された集団作業」方式ないし「北米トランス・プラント方式」
が労働側の影響力・合理化規制力によって具体的にどのような修正を受けて展開されているの
かは，今後の筆者の残された課題となる。
【本稿は，文部省科学研究費基盤研究（c）（2）「ドイツ的生産モデルと日本的生産モデルのハイブ
リッド化の可能性」（課題番号10630122）による助成を受けて行われた研究成果の一部である。】
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